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 特定建設工事共同企業体として参加する
場合 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者を構成員に含む特
定建設工事共同企業体も上記４により申
請書等を提出することができるが、競争に
参加するためには、開札の時において、当
該構成員が当該資格の認定を受け、かつ、
特定建設工事共同企業体としての資格の認
定を受けていなければならない。

 申請書・詳細技術資料の内容のヒアリング
申請書・詳細技術資料の内容についてのヒア
リングは原則として行わない。なお、ヒアリ
ング実施の必要が生じた場合は別途通知す
る。
 施工体制確認のヒアリング 入札の内容に
対し、原則として施工体制確認を行うための
ヒアリングを実施するとともに、ヒアリング
に際して追加資料の提出を求めることがあ
る。なお、予定価格の範囲内の価格で申込み
をした入札参加者のうち、技術提案書等、入
札書、工事費内訳書及び工事施工内容確認資
料の内容により、施工内容の実現確実性の向
上に対し、十分に確認が出来ると認められる
場合は、ヒアリングを実施しない場合がある。
 申請書・詳細技術資料の留意事項 競争参
加資格の審査において、申請書・詳細技術資
料の提出がない場合又は他の入札参加者と本
件工事について相談等を行い作成されたと認
められる場合など申請書・詳細技術資料の記
載内容が適正でない場合は競争参加資格を認
めない。なお、申請書に対する詳細技術資料
の取扱いについては以下のとおりとし、の
場合については、競争参加資格を認めない。
ａ・・・申請書に関わる「簡易技術資料」に

よる評価点
ｂ・・・「詳細技術資料」において、発注者

が確認した評価点
・競争参加資格有りとなる場合
 ａ＜ｂ
 ａ＝ｂ
 ａ＞ｂ（※ｂが一次選抜者の最下位の
点数以上の場合）

・競争参加資格無しとなる場合
 ａ＞ｂ（※ｂが一次選抜者の最下位の
点数未満の場合）

 本公告文の各項目及び、工事の入札に関す
る詳細は、入札説明書による。

別表１ 試行工事等一覧
当該工事は、以下に示す試行等の対象工事であ
る。
１ フレックス工期 本工事は、受注者が全体工
期内で工事の始期を任意に設定することができ
るフレックス工期を採用した工事であり、前余
裕期間を設定している。前余裕期間とは、契約
の締結から工事の始期の前日までの期間をい
う。工事の始期の前日までの前余裕期間内は、
監理技術者等を配置することを要しない。また、
前余裕期間の間は現場への資材の搬入や仮設物
の設置等、現場での実際の工事のための準備は
行ってはならないが、現場での作業を伴わない
工事実施に向けての必要な以下に示す内業等は
できる。
・資機材の手配（契約等）
・下請け業者との契約
・発注者との打合せ
・その他、発注者が認めたもの
なお、余裕期間内に行う準備は受注者の責に
より行うものとする。
２ 総価契約単価合意方式 本工事は、「総価契約
単価合意方式」の対象工事である。本工事では、
契約変更等における協議の円滑化に資するた
め、契約締結後に、受発注者間の協議により総
価契約の内訳としての単価等について合意する
ものとする。本方式の実施方式としては、
 単価個別合意方式（工事数量総括表の細別
の単価（一式の場合は金額。において同じ。）
のそれぞれを算出した上で、当該単価につい
て合意する方式）
 包括的単価個別合意方式（工事数量総括表
の細別の単価に請負代金比率を乗じて得た各
金額について合意する方式）があり、受注者
が選択するものとする。ただし、受注者が単
価個別合意方式を選択した場合において、協
議の開始の日から14日以内に協議が整わない
ときは、包括的単価個別合意方式を適用する
ものとする。
受注者は、「包括的単価個別合意方式」を選択
したときは、契約締結後14日以内に、「包括的単
価個別合意方式希望書」（様式については中部地
方整備局ホームページ（https://www.cbr.mlit.
go.jp）「入札・契約情報」「契約書様式」
「総価契約単価合意方式」参照）を提出するも
のとする。

その他本方式の実施手続は、「総価契約単価合
意方式実施要領」及び「総価契約単価合意方式
実施要領の解説」によるものとする。
３ 出来高部分払方式 本工事において、中間前
金払に代わり、既済部分払を選択した場合には、
短い間隔で出来高に応じた部分払や設計変更協
議を実施する「出来高部分払方式」を採用する。
４ 契約後ＶＥ方式 本工事は、契約締結後に施
工方法等の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の
対象工事である。
５ 電子入札システム 本工事は、資料の提出、
入札等を電子入札システムで行う対象工事であ
る。なお、電子入札システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得て紙入札方式に代えるこ
とができる。
６ 生産性向上チャレンジ 本工事は、施工手順
の工夫等の創意工夫による生産性向上の取り組
みを推進する「生産性向上チャレンジ」の試行
対象工事である。
７ ＢＩＭ／ＣＩＭ活用工事 本工事は、ＢＩ
Ｍ／ＣＩＭ活用工事（発注者指定型）である。
８ 熱中症対策に資する現場管理費の補正 本工
事は、熱中症対策に資する現場管理費の補正を
行う試行工事である。
９ 特別調査による資材価格の事前公表 本工事
は入札書提出期限前に発注者が一部の単価を公
表する試行工事である。なお、公表単価をダウ
ンロードせずに行った入札は無効とするため、
必ず確認すること。
10 見積参考資料の一部を提示 本工事は、見積
参考資料の一部として「施工条件明示チェック
リスト」「概略工事工程表」を開示する試行工事
である。

別表２ 本入札手続きに係る期間等
 入札説明書等の交付期間 令和８年10月16
日から令和８年12月22日まで（土曜日、日曜
日及び祝日（以下、「休日」という。）を除く。）
 申請書の受付期間（申請書及び簡易技術資
料） 令和８年10月19日から令和８年11月５
日までの休日を除く毎日、10時00分から16時
00分まで。ただし、最終日は12時00分までと
する。
 競争参加資格の通知及び一次審査に係わる
結果通知 令和８年11月12日まで
 詳細技術資料・技術提案書等及び入札書の
受付期間（二次審査） 令和８年12月21日10
時00分から令和８年12月22日12時00分まで
（休日を除く）

11 建設工事に係る資材の再資源化等 本工事
は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する
法律」（平成12年法律第104号）に基づき、分別
解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の
実施が義務付けられた工事である。
12 建設キャリアアップシステム義務化モデル工
事 本工事は、建設キャリアアップシステム義
務化モデル工事の試行対象工事である。試行内
容の詳細は、特記仕様書によることとする。

13 「労務費見積り尊重宣言」促進モデル工事
本工事は、元請け企業の労務賃金改善に関する
取り組みを促進するため、総合評価方式や工事
成績評点においてインセンティブを付与する
「労務費見積り尊重宣言」促進モデル工事であ
る。
14 賃金・労働時間等の実態調査 本工事は、受
注者の協力の下、下請業者への賃金の支払いや
適正な労働時間確保に関し、賃金・労働時間・
労務費の実態を調査する試行工事（受注者希望
方式）である。
15 専任補助者制度の活用 本工事は、現場経験
の少ない技術者の技術力向上を図るため、監理
技術者又は主任技術者を専任で補助する技術者
（以下「専任補助者」という。）を配置すること
ができる試行工事である。専任補助者を配置す
る場合は、契約締結後工事着手前までに、配置
した監理技術者又は主任技術者の中から選定す
るものとし、受発注者間の協議によって決定す
る。専任補助者は、本工事の他の役職（現場代
理人、担当技術者）を兼務することができる。
ただし、本工事に専任するものとし他工事との
兼務は認めない。なお、専任補助者を配置する
場合、専任補助者以外の監理技術者又は主任技
術者の施工経験は、「一般土木工事」又は「ＮＡ
ＴＭ工法によるトンネル工事」の施工経験（代
要件）に代えることができる。
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